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 Abstract: The purpose of this study is to clarify the relationship of the seawalls development and people's activities. Therefore, in this 

study, I have investigated those changes from the history of the Sumida River. That there is a need to consider the seawall in cooperation 

with the hinterland are now clear.  

 

1. はじめに 

近年,わが国の河川では 1997 年の河川法改正や 2004

年の河川敷地占用許可準則の特例措置の通達に伴い,

多様な主体間の連携による河川の賑わいの創出に向け

た取り組みが全国で実施されている.その例として,広

島県の「水辺のオープンカフェ」や大阪府の「北浜テ

ラス」では,背後地との関係性や河川空間との連続性を

考慮した事業展開がなされている.また隅田川では

1949年以降の堤防整備により人々の生活から水辺が隔

絶されてきたが,2011 年には「隅田川ルネサンス」が策

定され,河川空間の賑わい創出に向けた各種取り組み

が展開されている. 

そこで本稿では,隅田川における治水整備と人々の

活動の発展及び衰退の関連性を整理し,今後の河川空

間整備のあり方を考究することを目的とする. 

 

2. 調査概要 

調査概要を Table1 に示す.本稿では隅田川の流域圏

の台東区・墨田区・中央区・江東区を対象に,堤防整備

が開始された 1949 年以降から現在までの治水整備の

変遷及び流域の人々の活動について文献調査を行った. 

 

3. 結果及び考察 

調査結果を Table2 に示す.1953 年以前の隅田川では

逆 V 字型の漏斗状に配置された堤防により,高潮の被

害を防いでいた.しかし,相次ぐ大型台風による被害が

生じたことから,第一次高潮対策事業を始め,浸透水や

不等沈下に対応できる直立型堤防を採用した第二次高

潮対策事業,東京高潮対策事業といった各種治水整備

が実施された. 1950 年代には高度経済成長に伴う陸運

の発展や水質汚濁などの問題から,かつて隅田川で行

われていた渡しや観光,釣りなどの遊興の活動は衰退

し,加えて隔てるように設置された直立堤防により隅

田川と人々の生活は分断された. 

Table1. Outline of the study 

 

 

しかし,高度経済成長期以降,隅田川の価値が見直さ

れ,水質環境の改善や水辺に触れ憩える場が求められ,

隅田川の河川敷は直立堤防から緩傾斜型堤防,スーパ

ー堤防,親水テラス等の環境に配慮し,人々が水辺に近

づける空間に再整備された.その結果,河川敷のおける

人々の活動が活発化され,近年では市民・企業間での連

携による多様な河川利用が展開されている.その利用

目的も市民のための地域祭りや防災船の設置,環境教

育を目的とした清掃や自然教室,伝統の保存を目的と

した舟を使った観光など,隅田川を市民だけではなく

観光客までもが隅田川を楽しむことができる活動が広

く行われている. 

 高度経済成長期以前の隅田川では,渡し舟や料亭な

ど背後地に関連した空間が設けられ,隅田川流域特有

の空間が形成されていた.一方,現在の隅田川沿いには,

ほぼ全域に連続した親水テラスが整備されたものの,

地域性のある空間は見られない.しかし親水テラスの

整備により開放的な河川敷が形成されることで,そこ

を活用した多種多様な活動が展開され,現在では市民・

企業の連携によるまちづくり活動も行われている. 

 

4. おわりに 

本研究では,隅田川における人々の活動に堤防整備

が影響を与えてきたことが明らかとなった.現在の隅

田川の河川敷利用には背後地との関連性が乏しいため,

今後河川の多様な利用・活用を展開していくためには,

背後地を考慮した空間整備や諸活動を支える地域内の

体制構築のあり方を検討していく必要がある. 
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Table2. Chronology 
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